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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第13期

第３四半期
連結累計期間

第14期
第３四半期
連結累計期間

第13期

会計期間
自 2017年４月１日
至 2017年12月31日

自 2018年４月１日
至 2018年12月31日

自 2017年４月１日
至 2018年３月31日

売上高 (千円) 2,337,927 2,573,401 3,208,342

経常利益 (千円) 205,914 434,796 355,492

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(千円) 113,306 297,867 212,775

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 137,533 324,754 157,261

純資産額 (千円) 1,272,524 1,636,628 1,293,721

総資産額 (千円) 2,397,217 2,936,207 2,487,216

１株当たり四半期(当期)純利益 (円) 10.19 26.39 19.08

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) 9.39 25.36 17.61

自己資本比率 (％) 53.1 55.7 52.0
 

　

回次
第13期

第３四半期
連結会計期間

第14期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 2017年10月１日
至 2017年12月31日

自 2018年10月１日
至 2018年12月31日

１株当たり四半期純利益 (円) 1.60 8.29
 

(注)１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。
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２ 【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。　
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」からの重要な変

更があった事項は以下のとおりであります。

当社連結子会社であるAdvanced World Systems, Inc.は、フィリピン共和国の内国歳入庁より、税務調査に係る追

徴課税を課されておりましたが、同国租税裁判所へ処分の取り消し及び当税務調査の無効の宣言を求め提訴した結

果、2018年10月10日付で、当税務調査の無効及び本訴訟の終結が言い渡され、当社連結子会社の勝訴が確定したこと

から、前事業年度の有価証券報告書に記載した「⑧　租税に係るリスクについて　ａ．訴訟等」は消滅しておりま

す。

 
２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

　なお、「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期

連結会計期間の期首から適用しており、財政状態の状況については、当該会計基準等を遡って適用した後の数値で前

連結会計年度との比較・分析を行っております。

　

　(1) 財政状態及び経営成績の状況

　①　経営成績

　当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、米国や欧州各国における政治情勢の変動や金融政策動向、米中

における貿易摩擦が表面化し始める等、先行き不透明な状況は依然として続いているものの、企業収益や雇用・所得

環境の改善等を背景として、引き続き緩やかな景気回復基調で推移しております。

　当社の属する情報サービス産業におきましては、ビッグデータ、IoT、人工知能（AI）等の市場の拡大が引き続き見

込まれる一方で、国内でこれらの開発を担う人材の不足が懸念されております。

　このような状況の中、グローバル事業においては、主にフィリピンでのオフショア拠点を活用したITソリューショ

ン開発事業を展開しており、「自動化（Automation）」「ビッグデータと分析（Analytics）」「人工知能（AI）」等

のコア技術を活かし、自動車、金融、医療、製造業向けにコアソリューションを提案しております。さらに、積極的

な新規採用、即戦力としての中途採用等により、更なる事業拡大に向けた取組みに邁進しております。

　メディカル事業においては、医療機関向けレセプト点検ソフトウエア『Mighty』シリーズのシェア拡大に向けた取

組みを継続しております。2018年10月には「レセプト点検×AI」を実現した次世代レセプトチェックシステムとし

て、レセプト点検ソフト「MightyChecker®」シリーズの新商品である「MightyChecker® EX」の発売を開始、医療機関

のニーズに応えた機能を搭載・提供しております。また、オーダリングチェックソフト「Mighty QUBE®」は、ストッ

ク型ビジネスとして安定した収益源を確保しており、さらに、クラウドコンピューティングを活用したレセプト点検

及びデータ分析エンジンを構築することにより、「レセプト点検ソフトのリーディングカンパニー」から「医療ビッ

グデータ分析のリーディングカンパニー」へと、新たな高収益モデル確立に向けた取組みを実施しております。

　また、2018年12月に、今後のWin-Winインベストメントモデルおよび新規事業の推進を見据えた組織変更を行い、引

き続き、当社の事業戦略のスローガンの１つである「協業企業様との投資を介したWINWINモデル」を実現するための

体制を構築しております。これまで2018年６月にユニロボット株式会社、2018年９月に株式会社Liquidと資本業務提

携を実施いたしましたが、この度の体制構築により、現在検討・交渉している複数の協業案件の早期実現および新た

な事業ピラーの構築を目指してまいります。

　この結果、当第３四半期連結累計期間の業績は、売上高2,573,401千円（前年同四半期比10.1％増）、営業利益

420,941千円（前年同四半期比92.7％増）、経常利益434,796千円（前年同四半期比111.2％増）、親会社株主に帰属す

る四半期純利益は297,867千円（前年同四半期比162.9％増）となりました。

 
　セグメントの業績を示しますと、次のとおりであります。

　ａ．グローバル事業

　　・グローバル部門

　グローバル部門においては、フィリピン及び日本における既存顧客からの継続・安定した堅調な受注と、大手新

規顧客の増加が積み上がっていることに加え、自動車産業向けテスト自動化ソリューションや製造業及び医療分野

における分析ソリューション等、コア技術を活かしたコアソリューションの横串的な展開を加速する等、当社グ

ループの成長戦略に向けた取組みを積極的に実施しております。中国においては、既存顧客との関係強化による受

注は拡大しており、コア技術を活かしたソリューション提案を含めた新規案件獲得のための営業活動を積極的に進
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めております。また、米国においては、引き続き新規顧客の開拓や案件の獲得に注力する等、中長期的な連結業績

および企業価値の向上に向けた積極的な営業活動を実施しております。

 
　　・エンタープライズソリューション部門

　エンタープライズソリューション部門においては、金融セクターを中心とした既存案件の堅調さに加え、公共イ

ンフラセクター等新規案件も順調に拡大しており、当社グループの成長戦略に沿った取り組みを積極的に実施して

おります。

 

また、いずれの部門においても、案件の増加および新規ソリューション開発に対応すべく、優秀な人材の積極的

な採用活動を引き続き重点的に行っております。

　

　以上の状況より、売上高が堅調に推移したことに加え、フィリピン・ペソの為替レートが想定より円高基調で推

移しコスト面で有利に働いたこと等により、新規ソリューション開発に向けた人員強化を積極的に実施したことに

よる人件費の増加、及びフィリピンでの創立25周年行事に伴う支出をこなし、セグメント利益は計画を上回る水準

で推移しております。

　この結果、グローバル事業の売上高は1,665,124千円（前年同四半期比10.9％増）、セグメント利益は296,940千

円（前年同四半期比47.3％増）となりました。

 
　ｂ．メディカル事業

　メディカル事業においては、子会社である株式会社エーアイエスの主力製品であるレセプト点検ソフト

「MightyChecker®」やオーダリングチェックソフト「Mighty QUBE®」の導入医療機関が順調に増加したことによ

り、売上高は堅調に推移しております。更なる成長を目指し、この度、2018年10月に次世代型レセプトチェックシ

ステム「MightyChecker® EX」を市場投入すると同時に、データ分析業務における、医会・学会をはじめとするアカ

デミックな団体等への更なる横展開、確実な案件獲得のための代理店との連携等、受注拡大に向けた営業活動を進

めております。また、開発案件については、保守業務は順調に推移しておりますが、新規案件の獲得に関し、引き

続き、開発要員の確保が喫緊の課題となっております。

　一方、利益面につきましては、プロジェクト毎の徹底した収益管理及び継続的なコスト削減等への取組みによ

り、収益性の改善が継続しております。

　この結果、メディカル事業の売上高は936,969千円（前年同四半期比10.1％増）、セグメント利益は353,972千円

（前年同四半期比35.5％増）となりました。

　

　　②　財政状態の分析

　　（資産の部）

　当第３四半期連結会計期間末における流動資産は2,349,719千円となり、前連結会計年度末に比べ300,812千円増

加しました。これは主に、受取手形及び売掛金が38,492千円減少したものの、現金及び預金が336,081千円、仕掛品

が6,985千円増加したことによるものであります。固定資産は586,487千円となり、前連結会計年度末に比べ148,177

千円増加いたしました。これは、有形固定資産が2,792千円、無形固定資産が2,684千円減少したものの、投資その

他の資産が153,655千円増加したことによるものであります。

　

　　（負債の部）

　当第３四半期連結会計期間末における流動負債は1,126,617千円となり、前連結会計年度末に比べ95,537千円増加

しました。これは主に、買掛金が27,031千円、賞与引当金が141,321千円、１年内返済予定の長期借入金が37,316千

円減少したものの、短期借入金が100,000千円、未払法人税等が21,903千円、前受金が196,153千円増加したことに

よるものであります。固定負債は172,961千円となり、前連結会計年度末に比べ10,545千円増加いたしました。これ

は主に、長期借入金が15,613千円、退職給付に係る負債が2,413千円減少したものの、固定負債のその他に含まれる

繰延税金負債が28,513千円増加したことによるものであります。

　

　　（純資産の部）

　当第３四半期連結会計期間末における純資産は1,636,628千円となり、前連結会計年度末に比べ342,907千円増加

いたしました。これは主に、親会社株主に帰属する四半期純利益の計上による利益剰余金が297,867千円、新株予約

権の行使により資本金及び資本剰余金が18,210千円増加したことによるものであります。
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　(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　

　(3) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額はありません。

 
３ 【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 38,400,000

計 38,400,000
 

　

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2018年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2019年２月７日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 11,403,440 11,407,520
東京証券取引所
（市場第一部）

権利内容に何ら限定のない当
社における標準となる株式で
あり、単元株式数は100株で
あります。

計 11,403,440 11,407,520 － －
 

(注) 提出日現在発行数には、2019年２月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行された

株式数は含まれておりません。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2018年10月１日～
2018年12月31日
 (注) １.

107,280 11,403,440 6,705 719,358 6,705 623,974

 

(注) １. 新株予約権の権利行使によるものであります。

    ２. 2019年１月１日から2019年１月31日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が4,080株、

資本金及び資本準備金がそれぞれ255千円増加しております。
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(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

(6) 【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（2018年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 
① 【発行済株式】

   2018年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等) － － －

完全議決権株式(その他)
普通株式

112,934 －
11,293,400

単元未満株式
普通株式

－ －
2,760

発行済株式総数 11,296,160 － －

総株主の議決権 － 112,934 －
 

 

② 【自己株式等】

　該当事項はありません。

 
２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

 
　役職の異動

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

取締役
（エンタープライズ

ソリューション事業本部長）

取締役
（エンタープライズ

ソリューション事業本部長
兼ソリューション開発部長）

濱　良夫 2018年７月１日
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第４ 【経理の状況】

 

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(2018年10月１日から2018年

12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(2018年４月１日から2018年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2018年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2018年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 1,210,479 1,546,560

  受取手形及び売掛金 504,483 465,990

  仕掛品 20,134 27,119

  その他 321,397 313,463

  貸倒引当金 △7,587 △3,415

  流動資産合計 2,048,907 2,349,719

 固定資産   

  有形固定資産 79,453 76,660

  無形固定資産   

   ソフトウエア 58,317 120,129

   ソフトウエア仮勘定 64,497 －

   無形固定資産合計 122,814 120,129

  投資その他の資産 ※  236,042 ※  389,697

  固定資産合計 438,309 586,487

 資産合計 2,487,216 2,936,207
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2018年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2018年12月31日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 57,425 30,393

  短期借入金 － 100,000

  1年内返済予定の長期借入金 69,066 31,750

  未払法人税等 58,486 80,390

  前受金 496,236 692,389

  賞与引当金 153,027 11,705

  その他 196,837 179,988

  流動負債合計 1,031,079 1,126,617

 固定負債   

  長期借入金 35,909 20,296

  退職給付に係る負債 47,856 45,443

  資産除去債務 7,206 7,264

  その他 71,443 99,957

  固定負債合計 162,415 172,961

 負債合計 1,193,495 1,299,578

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 710,253 719,358

  資本剰余金 614,869 623,974

  利益剰余金 108,942 406,809

  自己株式 － △54

  株主資本合計 1,434,064 1,750,087

 その他の包括利益累計額   

  為替換算調整勘定 △136,172 △110,415

  退職給付に係る調整累計額 △4,440 △3,310

  その他の包括利益累計額合計 △140,613 △113,725

 新株予約権 270 267

 純資産合計 1,293,721 1,636,628

負債純資産合計 2,487,216 2,936,207
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 2017年４月１日
　至 2017年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
　至 2018年12月31日)

売上高 2,337,927 2,573,401

売上原価 1,382,972 1,445,398

売上総利益 954,954 1,128,003

販売費及び一般管理費 736,541 707,062

営業利益 218,412 420,941

営業外収益   

 受取利息 706 423

 貸倒引当金戻入額 － 3,988

 持分法による投資利益 12,116 14,775

 保険解約返戻金 4,158 9,658

 その他 6,671 4,416

 営業外収益合計 23,652 33,263

営業外費用   

 支払利息 1,062 1,067

 市場変更費用 27,444 －

 為替差損 7,122 16,296

 その他 522 2,043

 営業外費用合計 36,151 19,407

経常利益 205,914 434,796

税金等調整前四半期純利益 205,914 434,796

法人税等 92,607 136,929

四半期純利益 113,306 297,867

非支配株主に帰属する四半期純利益 － －

親会社株主に帰属する四半期純利益 113,306 297,867
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 2017年４月１日
　至 2017年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
　至 2018年12月31日)

四半期純利益 113,306 297,867

その他の包括利益   

 為替換算調整勘定 17,143 25,757

 退職給付に係る調整額 7,083 1,129

 その他の包括利益合計 24,227 26,887

四半期包括利益 137,533 324,754

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 137,533 324,754

 非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

　該当事項はありません。

 

(会計方針の変更等)

 （従業員等に対して権利確定条件付き有償新株予約権を付与する取引に関する取扱いの適用）

「従業員等に対して権利確定条件付き有償新株予約権を付与する取引に関する取扱い」（実務対応報告第36

号　平成30年１月12日。以下「実務対応報告第36号」という。）等を2018年４月１日以後適用し、従業員等に対

して権利確定条件付き有償新株予約権を付与する取引については、「ストック・オプション等に関する会計基

準」（企業会計基準第８号　平成17年12月27日）等に準拠した会計処理を行うことといたしました。

ただし、実務対応報告第36号の適用については、実務対応報告第36号第10項(3)に定める経過的な取扱いに

従っており、実務対応報告第36号の適用日より前に従業員等に対して権利確定条件付き有償新株予約権を付与し

た取引については、従来採用していた会計処理を継続しております。

 
(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

(税金費用の計算)

税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会

計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

(追加情報)

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期連

結会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示しております。

 
(四半期連結貸借対照表関係)

　※　資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

 
前連結会計年度

（2018年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

（2018年12月31日）

投資その他の資産 931千円 931千円
 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四

半期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

 

 
前第３四半期連結累計期間
(自 2017年４月１日
至 2017年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
至 2018年12月31日)

減価償却費 58,926千円 56,772千円
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(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自 2017年４月１日　至 2017年12月31日)

１．配当金支払額

　該当事項はありません。

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末

日後となるもの

　該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

 該当事項はありません。

 
当第３四半期連結累計期間(自 2018年４月１日　至 2018年12月31日)

１．配当金支払額

　該当事項はありません。

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末

日後となるもの

　該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

 該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第３四半期連結累計期間(自 2017年４月１日 至 2017年12月31日)

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

 

報告セグメント

合計
調整額
（注１）

四半期連結
損益計算書
計上額
（注２）

グローバル
事業

メディカル
事業

計

売上高       

　外部顧客への売上高 1,494,798 843,128 2,337,927 2,337,927 － 2,337,927

　セグメント間の内部
　売上高又は振替高

6,743 7,819 14,562 14,562 △14,562 －

計 1,501,541 850,948 2,352,490 2,352,490 △14,562 2,337,927

セグメント利益 201,635 261,290 462,925 462,925 △244,512 218,412
 

(注)　１．セグメント利益の調整額△244,512千円は、主に報告セグメントに帰属していない一般管理費等の全社費用

であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

当第３四半期連結累計期間(自 2018年４月１日 至 2018年12月31日)

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

 

報告セグメント

合計
調整額
（注１）

四半期連結
損益計算書
計上額
（注２）

グローバル
事業

メディカル
事業

計

売上高       

　外部顧客への売上高 1,637,593 935,808 2,573,401 2,573,401 － 2,573,401

　セグメント間の内部
　売上高又は振替高

27,531 1,161 28,692 28,692 △28,692 －

計 1,665,124 936,969 2,602,094 2,602,094 △28,692 2,573,401

セグメント利益 296,940 353,972 650,912 650,912 △229,971 420,941
 

(注)　１．セグメント利益の調整額△229,971千円は、主に報告セグメントに帰属していない一般管理費等の全社費用

であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、

以下のとおりであります。

 

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 2017年４月１日
至 2017年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
至 2018年12月31日)

(1) １株当たり四半期純利益 10円19銭 26円39銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益(千円) 113,306 297,867

 普通株主に帰属しない(千円) － － 

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益(千円)

113,306 297,867

 普通株式の期中平均株式数(株) 11,121,003 11,285,386

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ９円39銭 25円36銭

(算定上の基礎)   

　親会社株主に帰属する四半期純利益調整額(千円) － －

　普通株式増加数(株) 940,915 459,989

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前連結
会計年度末から重要な変動があったものの概要

－ －

 

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。　
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２ 【その他】

　（訴訟等）

１．付加価値税の還付

　フィリピン共和国において当社連結子会社Advanced World Systems, Inc.及びAdvanced World Solutions, Inc.

（本項目において、以下、「当連結子会社」という。）は、付加価値税の還付請求権を有しております。当連結子

会社は、同国の内国歳入庁に対し遅滞なく還付請求を行っておりますが、同庁による付加価値税の還付手続の遅延

により、未だ16,905千フィリピン・ペソの付加価値税については還付されておらず、そのうち一部の請求について

は、同庁より還付の否認通知書を受領しております。当連結子会社は同否認通知書には重要な認識に誤りがあり不

当であるとして、同国租税裁判所へ否認の取り消し及び還付の実施を求め、提訴あるいは提訴の準備を進めており

ます。

　なお、当連結子会社は、請求済みの付加価値税については還付可能であると判断しております。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

2019年２月７日

株式会社Ubicomホールディングス

取締役会  御中

　

EY新日本有限責任監査法人
 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 市　　川　　亮　　悟 ㊞

 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 齋　　藤　　祐　　暢 ㊞

 

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社Ubicom

ホールディングスの2018年４月１日から2019年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(2018年10月１日

から2018年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(2018年４月１日から2018年12月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期

レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社Ubicomホールディングス及び連結子会社の2018年12月31

日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる

事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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